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要 旨

ウィリアム・ペティ（SirWilliamPetty,1623�87）の主著『政治算術』（PoliticalArithmetick）

は，名誉革命後の1690年に遺著として刊行された。その頃隣国フランスでは，ルイ一四世の財務

総監J・B・コルベールによる経済政策の推進によって，国力・経済力が著しく強力されていた。

この著書は，イギリスのライバル国における，このような目覚ましい躍進を目の当たりにして執着

された。本書の根底には，隣国の急速な台頭に対する脅威の念が，潜んでいる。その課題は，三大

強国オランダ・フランス・イギリスの国力・経済力を分析把握することである。ここでは，ペティ

が自ら考案した政治算術を駆使して，そのような国力・経済力の分析把握が試みられている。第1・

第3章では，オランダ・フランスの国力・経済力に対する比較分析がおこなわれている。フランス

は大国である割には，小国オランダと比較して国力・経済力が小さい。そのような命題が掲げられ

ている。算術的分析にもとづいて，その命題が真であることを論証する作業がおこなわれている。

しかしながら，その分析の展開の仕方には議論の余地がある。そこで採用された分析的枠組みは，

妥当ではない。そのために，この算術的分析は当の命題が真であることを，十分には論証していな

い。
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第8章 『政治算術』の経済科学

ペティは1665年に執筆した『賢者』で，初めて政治算術を実践した。しかし，彼がこの算術

的方法の考案を思い立ったのは，ずっともっと早い。オランダに留学していた1644年（21歳）

頃に，数学者J・ペルに出会ったのが主な切っ掛けとなって，社会的・経済的事象を数学的手法

で分析する構想を抱き始めた。そのために，1647年に刊行した処女作『ハートリブ氏への助言』

では，純粋数学を交易の分野に適用することにより，「新しい数学的技法」（New Mathe-

maticallArts）が生み出されることを，示唆している（1）。ペティはオーブリに宛てた書簡で，

ペルに出会った頃のことを回想しながら，次のように述べている。「私はペル博士の助けにより，

算術の美点を探求することに時間を費やした。サー・フランシス・ベーコンの精神で，算術を人

間の問題に適用する可能性について，推理し始めた。師ベーコンの新しい学問の信奉者として，

数・重量・尺度が社会の研究に適用されうることが，分かり始めた」（2），と。

ところが，ペティが政治算術を考案したといえる時期は，ずっともっと遅い。経済学上の処女

作『租税貢納論』の上梓（1662年）よりも，10年ほどものちに執筆した『政治算術』において

ようやく当の算術を確立した，といえる。そもそも「政治算術」という言葉が用いられたのも，

この書物が最初である。『政治算術』は彼の1687年の死よりものちの1690年に，遺著として刊

行された。この論説が執筆された正確な時期は，定かではない。C・H・ハルの検証によれば，

恐らく1671年に書き始められて，76年頃に書き終えられた（3）。ペティはその頃50歳を迎え，

本拠をアイルランドに置いて活動していた。ハルによれば，この1670年代はペティの著作活動

の第3期に当たる（4）。彼はこの頃，もう一つの主著『アイルランドの政治的解剖』を執筆してい

るから，著作家として成熟期にあったことは，確かである。

『政治算術』はペティの生前には刊行されなかった。けれども，その草稿は友人のあいだで巡

回されて広く読まれた。1682・83年頃には，草稿の写しが献辞を添えられて，国王チャールズ

二世に贈られた。サウスウエル（SirRobertSouthwell,1635�1702）を初めとする，草稿を回

覧した友人たちは，これを直ちに書物として刊行するように促した。ペティ自身も，そのような

心積りではあったようである。ところが，それを直ちに出版することには逡巡した。恐らくは，

この草稿を書物として公にするには，少なからぬ修正を加える必要があると考えたからであろう。

そうこうするうちに，彼は出版を許可することもなく，1687年に不治の病に倒れた。彼の死後，

出版の要望はいっそう高まった。しかも，真正の書物が刊行されない一方で，虚偽の草稿の写し

が500部も出回っていた。ペティの遺言執行者であったエリザベス・ペティ（ElizabethPetty,

1636�1708）夫人は，しばらくは夫の遺志に従って出版をためらっていた。ところがその後，恐

らくはサウスウェルの助言を受け入れて，出版を認めた。こうして1690年に『政治算術』は，

長男チャールズ（CharlesPetty,BaronofShelburne,1673�96）による国王ウィリアム三世へ
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の献辞を添えられて，上梓された（5）。

ペティは政治算術の考案にさいして，ベーコンとペルからのみ影響を受けたのではない。グラ

ントからもっと直接的な影響を受けた。グラントは『死亡表にもとづく自然的・社会的観察』で

算術を駆使しながら，社会的事象を数量データに依拠して帰納的に分析している。ペティはその

算術的分析から，決定的に重要な影響を受けた。それはペティが構想していた算術的方法と軌を

一にするものだったからである。しかしながら，グラントの算術的分析とペティのそれとのあい

だには，根本的な相違がある。グラントが関心を寄せたのは人口変動であり，彼の分析は主に

「死亡表」だけをデータとして用いて，主に人口動態様式だけを数量的に把握しているにすぎな

いからである。したがって，その分析的作業は人口統計学の域を十分に越える性質のものではな

い。その作業は社会的事象を対象にしておこなわれているけれども，そこから経済科学が生み出

される可能性は乏しい。「ペティが経済学（PoliticalEconomy）を創設したとすれば，人口統

計学（Demography）を創設したのはジョン・グラントであった」（6）という，J・ボナーの指摘は

的確であるといえる。

『政治算術』は，政治算術という分析方法の確立が言明された論説である。そうであるから，

この論説で著作としては初めて，「政治算術」という名称が用いられた（7）。しかも，その名称は

この論説の表題として華々しく掲げられた。またこの論説で初めて，この算術的方法の定義が明

確に示された。『政治算術』は序論と10章の本論とからなる，やや長編の論説（初版で，シェル

バーン男爵の献辞を除いて132頁）である。本書のタイトルは正確には，「政治算術，もしくは

土地・国民・建物の大きさと価値，農業・製造業・商業・漁業・職人・船員・兵士，公収入・利

子・租税・余剰利得・登録簿・銀行，人々の評価，船員・民兵の増加，港，立地，船舶，海上で

の支配力などに関する論説。また，全般的にあらゆる国に関する，しかしより特定的には，グレー

トブリテンの国王とその隣国ホラント・ジーランド・フランスとの領土に関する論説。」（8）とい

うもので，ひじょうに長い。また各章にはそれぞれタイトルが付されているが，それらもすべて

が冗長である。このような本書のタイトルと各章のそれとを一�した限りでは，それは細
こま

々
ごま

とし

た複雑な事柄を，詳細に論じた，晦渋な論説であるかのような印象を受ける。確かに本書には，

ペティの他の諸論説と同様に余論や岐論が多い。けれども，それは体系性や整合性を欠如した，

冗長で難解な論説では決してない。明確なテーマを挙げ，それを巡って系統的に議論が展開され

た，論旨が明快な，比較的読み易い書物である。その点では，主題から外れた諸問題を念入りに

論じて，非体系的諸断片のような体裁の書物となった『租税貢納論』とは，性格が異なる。

ペティが『政治算術』で追求しているテーマは，「富と力」（WealthandStrength/Power）

である。より詳細には，経済力と国力（政治力・軍事力）とは何であり，それらを強化する方法

は何であるか，という問題である。彼が本書を執筆していた1674年に，オーブリに宛てて書い

た書簡には，次のような叙述が見られる。「医者にとって，肉体（body）は探究の対象となる。

その探究により，肉体の要素が識別され，その機能が解明される」（9）。「私は最近，政治体（body

ウィリアム・ペティの政治算術（3）
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politic）を客観的分析の対象と見なしている」（10）。「私は［1665年頃の］数年間，医学に携わっ

ていなかったけれども，その考えを政治体の研究に適用することに関心を持ち続けている」（11）。

これらは断片的な叙述にすぎない。けれどもここには，これまで医学者として「自然体」（body

natural）の健康（health）の増進に関心を抱いていた彼が，今度は政治哲学者として「政治体」

の国力（strength）の強化に関心を寄せ，新たな研究分野を切り開こうとする意気込みが窺え

る。国力と経済力の強化は，17世紀の経済論説がおしなべて取り組んていた最も重要な課題で

あった。ただし，そのばあい解決すべき課題として見据えられたのは，正確には経済力ではなく

国力の強化であった。国力の強化こそが究極の課題であった。ところが，国力の大きさは主に経

済力のそれによって決定され，国力の強化は最終的には，主に経済力の強化によって実現される，

と考えられた。そのために，国力の強化は実際には，主に経済力の強化を通じて求められた。ま

たこのような理由により，国力の強化という課題は，経済問題を考究する経済論説において取り

組まれた。いずれにせよ，国力と経済力の強化は，17世紀の経済論説における中心的課題であっ

た。したがって，ペティが『政治算術』で追求したテーマそれ自体は，決して目新しいものでは

ない。しかしながら『政治算術』には，他の諸論説と同じテーマを追求しながらも，従来とは明

確に異なる画期的な姿勢が見られる。それまでの諸論説では，このテーマは重視されながらも，

それが中心的課題として本格的に検討されることはなかった。或る特定の問題関心から，間接的

に論及されるにとどまった。ところが『政治算術』では，当のテーマはこの書物の正面の課題と

して見据えられ，自らが考案した分析方法を駆使しながら，本腰を入れて念入りに検討されてい

る。

ペティが政治算術を用いて経済的事象を最初に分析したのは，『政治算術』ではなく『賢者』

においてであった。しかしながら『賢者』において，経済科学の形成やその兆しが見られるわけ

ではない。確かにこの論説では，イギリスの経済力とその国民の担税力との大きさを算定するた

めに，政治算術を巧みに駆使しながら，経済的諸事象が比較的幅広く分析されている。政策論的

主張に合理的・客観的な根拠を与えるために，数量データを算術分析することを通じて，経済的

事象を分析把握しようとする試みがなされている。しかしながら『賢者』は，眼前の戦争への対

応策として，戦費調達を目的とする税制改革を提案することを意図したパンフレットである。こ

のような個別的問題を扱った時局論の小冊において，経済科学の形成を見出すことはできない。

「経済学が独立した科学として分離した最初の形態」（12）が見られるのは，当の『政治算術』にお

いてである。この著書においては，ベーコンの実験哲学に依拠して，政治算術という分析方法が

確立されているからである。また，17世紀の普遍的テーマを追求するために，政治算術にもと

づいて，さまざまな経済的事象が包括的に分析把握されているからである。さらにここでは，そ

のような分析把握を基礎に据えて新たな経済社会の構想を示した，幾分か体系的で包括的な政策

論が展開されているからである。
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（1） Cf.P［etty］,AdviceofW.P.toMr.SamuelHartrib,op.cit.,p.25.

（2） Cf.Jordaned.,op.cit.,p.21.

（3） Cf.CharlesHenryHull,・Noteonthe・PoliticalArithmetick・・,indo.ed.op.cit.,Vol.I,p.235.

（4） Cf.ibid.

（5） Cf.ibid.,pp.235�38.

（6） JamesBonar,TheoriesofPopulationfromRaleightoArthurYoung,London:GeorgeAllen&

Unwin,1931,rpt.Bristol:ThoemmesPress,1992,p.68.

（7） ペティが「政治算術」の名称を最初に用いたのは，彼が1672年に初代アングルシィ伯アーサー・

アンズリに宛てた書簡（12月17日付）においてである。Cf.Hull,op.cit.,p.235.高橋『古書漫筆』

前掲書，42頁，参照。

（8） 原文のタイトルは次のとおりである。PoliticalArithmetick,orADISCOURSEconcerning,The

ExtentandValueofLands,People,Buildings;Husbandry,Manufacture,Commerce,Fishery,

Artizans,Seamen,Soldiers;PublickRevenues,Interest,Taxes,Superlucration,Registries,

Banks;ValuationofMen,IncreasingofSeamen,ofMilitia・s,Harbours,Situation,Shipping,

PoweratSea,&.AsthesamerelatestoeveryCountryingeneral,butmoreparticularlytothe

TerritoriesofHisMajestyofGreatBritain,andhisNeighboursofHolland,Zealand,andFrance.

（9） Jordaned.,op.cit.,p.31.

（10） Ibid.

（11） Ibid.,p.39.

（12） Marx,KritikderPolitischenOekonomie,a.a.O.,S.39.邦訳，36頁。

第9章 『政治算術』の国力・経済力分析 オランダ

『政治算術』はいうまでもなく，政治算術を方法的基礎にして書かれた論説である。政治算術

は，「私が……［本書で］採用した方法（Method）」（1）である。確かにペティは，この論説の

「序」でこのように述べている。また，この論説が書物として刊行された初版では削除された，

チャールズ二世宛の献辞では，「この論説における10の政治的結論において，普通の平易な計算

を思いきって用いました」（2），と述べている。彼はベーコン主義として，この算術的方法を考案

した。ベーコンの帰納法哲学に依拠して，それを考案した。したがって，政治算術を基礎に据え

ている『政治算術』では，ベーコン哲学に依拠して知的な精神の作業がおこなわれている。数量

データを算術的に分析しながら，帰納推理を働かせることによって，一般的命題を導き出すとい

う作業がおこなわれている。そこでは，たんに統計的数値や数量データを交えて論述を展開する

ということだけが，おこなわれているのではない。ちなみに，彼の『アイルランドの政治的解剖』

はこのような理由により，政治算術を踏まえて書かれた論説であるとはいえない。この書物では，

統計データはふんだんに使用されているけれども，政治算術は利用されていない。そこでは，データ

を分析して命題を導き出すという作業はおこなわれていない。つまり，「政治的解剖」は「政治

算術」と同義ではない。それは，この論説のタイトルとして用いられた言葉にすぎない。恐らく

『アイルランドの政治的解剖』はエドワード・チェンバレン（EdwardChamberlayne,1616�

ウィリアム・ペティの政治算術（3）
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1703）の『イングランドの現在の状態』（AngliaeNotitia:Or,thePresentStateofEngland...,

London,1672）（3）に倣い，そのアイルランド版のような書物を意図して書かれたのではないか，

と思える。また，ペティがベーコン主義者であったことを勘案すれば，この論説は，アイルラン

ドの政治・経済・社会・文化的情報を収集した「自然誌」である，と理解できる。

『政治算術』は10の章を持っている。各章にはそれぞれ，本書の主題と緊密な関係がある，長

い文章で記されたタイトルが付されている。そのタイトルは，それぞれの章での分析を通じて導

き出された「政治的結論」である。算術を駆使しながら，データを帰納的に分析して導き出され

た一般的命題である。各章の本論では，そのタイトルに掲げられた結論（一般的命題）を算術的

分析にもとづいて，帰納推理を働かせながら導き出すという作業がおこなわれている。第1・第

3章では，主にオランダとフランスの国力・経済力についての分析が，第4章以降では，主にイ

ギリスのそれについての分析が展開されている。このような本書の構成を念頭に置いて，第1章

の分析から検討していきたい。

第1章のタイトルは，「小国および少数国民がその立地条件（Situation）・交易・政策により，

富と力（WealthandStrength）において，それよりも遙かに多数の国民と大きな領土に匹敵

することはありうる」（4）というものである。これは本書で掲げられた，国力・経済力に関する最

初の政治的結論である。帰納推理を通じて導き出された一般的命題（generalPosition）である。

この結論（命題）は，次のように整理される。�領土が小さくて国民が少ない小国が，国力・経

済力の大きさにおいて，それらが大きくて多い大国に劣るとは限らない。�国力・経済力の大き

さを決定する究極的要因は，領土の広さや国民の数ではなく，立地条件と交易と政策である。本

章での課題は，このような一般的命題が真実であることを，立証することである。ここではオラ

ンダ（より厳密にはホラントとジーランド）とフランスの国力・経済力を比較分析することを通

じて，それが論証される。「私はこのことを明らかにするために，ホラントおよびジーランドを

フランス王国を比較したい」（5）。ペティはこのように述べて，算術的分析を始めている。

当の分析の概要は，次のとおりである。フランスとオランダ（ホラント・ジーランド）との領

土の大きさの割合は，80：1である。すなわち，フランスの領土は8,000万エーカー以上の良質

の土地を含んでいるが，ホラントとジーランドは100万エーカー以上を含んでいない。また，国

民の数の割合は13：1である。ところが国力・経済力の大きさの割合は，3：1にすぎない。「今

日のホラントとジーランドは�かにフランスの
1

80
だけ富裕で強力である（richandstrong）

にすぎないのではない。そうではなくフランスの約
1

3
くらいにまで進展している」（6）。要するに，

フランスの国力・経済力の大きさはオランダ（ホラント・ジーランド）のそれに対し，領土の大

きさが80倍（人口は13倍）であるにもかかわらず，3倍にすぎない。換言すれば，オランダの

国力・経済力はフランスのそれと比べて，領土が狭くて人口が少ない割には，きわめて大きい。

そのように判断できる理由として，次のような事柄が挙げられる。�フランスのホラント・ジー

ランドに対する，土地からの収穫高の割合は，7～8:1である。�住居の価値の割合は，約5：1
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である。�船舶の価値の割合は，10万トン（80万ポンド）に対して90万トン（720万ポンド）

であるから，約1：9である。�輸出商品の価値の割合は，約500万ポンドに対して1,800万ポ

ンドである。� 1年当たりの徴税額の割合は，500万ポンドに対して210万ポンド（ネーデルラ

ント連邦共和国の全域では約300万ポンド）である。�フランスにおける貨幣利子は7％である

が，ホラント・ジーランドではその
1

2
である（7）。�「平坦で開放的な国」であるフランスの防衛

費は，「海と船舶と沼で守られた島」であるホラント・ジーランドの4倍である。

ここでは，フランスとオランダの経済力（ひいては国力）についての比較分析がおこなわれて

いる。C・H・ハルによれば，この分析においては，ウィリアム・アグリオーンビー（William

Aglionby）の『ネーデルラント連邦共和国の現在の状態』（ThePresentStateoftheUnited

ProvincesoftheLow-Countries,1671）とニコラ・ブゾーニュ（NicolasBesongne）の『フラ

ンスの現在の状態』（ThePresentStateofFrance,1671）が，資料として用いられている（8）。こ

の分析に必要な数量的証拠が，これらの著作以外に，どのような文献から見つけ出されたのかは，

定かではない。恐らく，ここでの分析はきわめて乏しいデータに依拠して，「当て推量」

（guesstimation）をかなり頻繁に交えながらおこなわれた，と思える。したがってこの分析が，

資料の収集と処理という点で不備や欠陥を孕むものであることは，否めない。しかし，それが

「数量的証拠が稀薄である時代」（9）に展開された分析であることを考慮すれば，このような事情

はやむを得ないといえる。とはいえ，このような分析を通じてさえ，大国フランスの国力・経済

力は小国オランダのそれと比較して，さほど大きくないということは，明らかである。分析され

た7項目のうち，フランスが優位を占めている3項目において，この大国は80倍はおろか13倍

すら優ってはいないからである。それどころか，他の4項目においては，オランダの方が優勢だ

からである。いずれにせよ当の分析による限り，領土と人口は国力・経済力の大きさを決定する

重要な要因ではない，ということは明らかである。「結論を述べれば，概して次のようであると

思える。フランスは国民［の数］においてホラントとジーランドに対し13対1であり，良質の

土地が80対1である。けれども，フランスは13倍ほどより富裕ではない。いわんや80倍ほど

そうではないし，3倍以上ほどでもない。それが立証されたのである」（10）。この分析の結論とし

て，ペティはこのように述べている。

続いてペティは，第1章で掲げた一般的命題の後半部分に論及している。すなわち，国力・経

済力の大きさを決定する要因は，立地条件・交易・政策であるという命題が真であることを論証

している。それを論証するために，算術的分析をおこなっている。ところが，ここでは比較分析

ではなく，オランダだけを対象にした分析が，当該の事柄に関しておこなわれている。すなわち，

オランダの経済力がどのような立地条件・交易・政策により，どのようにして強化されたのかと

いう事の次第が，明らかにされている。なぜなら，立地条件・交易・政策が原因で国力・経済力

の強化がもたらされたのは，オランダにおいてだからである。その分析の概要は次のとおりであ

る。

ウィリアム・ペティの政治算術（3）
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まず，オランダはその立地条件により，経済力の発達に有利な，多くの自然的利点（natural
・・・・

advantages）を獲得している。その詳細はこうである。�ホラントとジーランドの土壌は，肥

沃な低地である。そのために土地が狭い割には，多くの食料が多くの人々に供給されている。こ

のような便宜（conveniency）の価値は，1年当たり約10万ポンドである，と計算される。�

ホラントは，いつも風が吹いている平坦な国である。そのために，多くの人手（Hands）によ

る労働を節約する，風車が建てられている。この便宜の価値は，約15万ポンドである。�ホラ

ントとジーランドは，豊かな国々を貫流している長大な川の河口に位置している。そのために，

この地域では「農業（Husbandry）よりも製造業（Manufacture）により，製造業よりも商業

（Merchandize）により，ずっと多くの利益が獲得されている」（11）。このような便宜の価値は20

万ポンドである。�ホラントとジーランドは，航行が可能な水域に接している。そのために交易

は，運送費が陸上輸送の
1

15
～

1

20
にすぎない水上輸送によって，おこなわれている。この便宜

の価値は，約30万ポンドである。�ホラントとジーランドは「海洋のなかにある島のうえに位

置している」（12）。そのために外敵からの攻撃を防御することが容易で，防衛費が1年当たり約20

万ポンド節約されている。�ホラントは少ない費用で，船を港に停泊させることができる。その

ために，1年当たり20万ポンドが節約されている。�ホラントとジーランドは，魚が豊富な海

洋付近に位置している。そのために，漁業（FishingTrade）が盛んに営まれて，鰊業だけによっ

ても，1年当たり300万ポンド以上の利益が収められている。	また，海洋に面しているために，

漁業とともに海運業（Shipping）が盛んに営まれている。

オランダはこのような立地条件が包含する自然的利点により，経済的繁栄を享受している。農

業や製造業ではなく，主に海運業と漁業において，ひいては海外貿易において繁栄を誇っている。

この国の人々は，「海運業と漁業に卓越した者」（13）として，「世界のすべての地域を頻繁に訪れる

機会を持っている」（14）。そのために国際貿易に進出して，「全世界の貿易のための仲買人（Fac-

tors）および運搬人（Carriers）」（15）となっている。「すべての原産地の物質を持って来て国内で

製品にし，それらが産出された国にさえ運び返している」（16）。すなわち，国際的仲継貿易を大々

的に営んでいる。それだけではない。オランダは世界の商業的至上権を掌握する可能性さえ秘め

ている。その詳細は，こうである。まず，「われわれヨーロッパ人が貿易している全ヨーロッパ

の，いや全世界の貿易［の大きさ］が，1年当たり4,500万ポンド以上ではないと仮定する」（17）。

次に，オランダが立地条件の自然的利点�～�によって得ている，便宜の価値の総計は，約115

万ポンドであると算定される。そうであるとすれば，この国は，全世界の「すべての交易を支配

し統治することができる」（18）であろう。なぜなら，全世界の貿易において販売される全商品の価

格の総計が4,500万ポンドほどであるときに，他の諸国よりも100万ポンドも安い価格で販売で

きる国は，その市場を支配できるからである。「［商品価格］4,500万ポンド［の販売］において，

他の者よりも100万ポンドだけ安値で売ることができる者は，（自然的・本来的利点により）世

界の貿易（TradeoftheWorld）を容易に手にすることができる」（19）からである。
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次に，オランダ（ホラント・ジーランド）は交易により経済力を強化している。この国は小国
・・

であるにもかかわらず，交易の発達を通じて大国に匹敵するくらいの経済力を生み出している。

この国の交易において，顕著な発達が見られるのは海運業である。この国の人々は，海運業の発

達に促されて海外に進出することにより，「全世界の貿易の運搬人および仲買人」（20）となってい

る。すなわち，海運業を足場にして世界市場に乗り出し，海外貿易を大々的に展開することによっ

て大いに繁栄している。

海運業の発達がもたらす利点は，これだけではない。この国では海運業が発達しているから，

船員の数が多い。そのような状態も，国力・経済力の強化にとって有益である。なぜなら，「船

員が多くいるという機会を得ていることは，ひじょうに便宜である」（21）からである。その詳細は，

こうである。「農夫・船員・兵士・職人・商人はどのような国家社会（Common-Wealth）にお

いても，まさしくその柱に他ならない」（22）。ところが，これら5種類の職業人のうち，最も重要

な柱は船員である。なぜなら，「船員はこれら五つの［職業人の］うちの三つを兼ね備える」（23）

からである。すなわち，「勤勉で創意工夫に富むあらゆる船員は，たんに航海者であるだけでは

なく商人でもあり，さらに兵士でもあるからである」（24）。また，船員は多くの収入を稼ぐので，

労働の価値が大きい。イギリスでは，農夫は1週間当たり約4シリングしか稼いでいない。とこ

ろが，船員は12シリングも稼いでいる。したがって，1人の船員の価値は，農夫3人に相当す

る。「ホラントとジーランドでは［土地は］あまり耕作されず，穀物の種子はあまり播かれず，

子供の家畜はあまり飼育されていない」（25）。このような農業が未発達の状態は，この国では労働

の価値が低い農夫の数が少ないということを，示している。

最後に，オランダは政策により，交易の発達を促して国力・経済力を強化している。その政策
・・

とは，信教の自由（LibertyofConscience），財産所有権の保証，発券銀行の設立である。これ

ら三つの政策のうちで最も重要なものは，直接的には交易の促進を目的としない，信教の自由で

ある。この宗教上の政策の詳細は，こうである。

オランダ人は，カトリック教国スペインとの関係を絶った。カトリック教に「異議を唱える者」

（Dissenters）として，そのような選択をおこなった（26）。オランダ人は「思慮ある，真面目で忍

耐強い人々で，労働と勤勉を神に対する義務と考えている人々」（27）である。彼らはそのような禁

欲的で賢明な人間として，スペイン人と同じ宗教を信仰するのは道理に反すると考え，そのよう

な選択をおこなったのである。というのも，スペイン人は「快楽に耽る人々，極度に大きな富と

力（WealthandPower）を抱いて，自分たちはこの世界の一部を手にしていると思っている人

々」（28）だからである。そもそも，オランダ人は異教徒に対して寛容である。その点でも，異端を

排撃するカトリック教徒とは袂を分かつ。彼らは異端的信仰に関して，次のような見解を抱いて

いる。「国民の
1

4
が異端（Heterodoxy）であるとし，その

1

4
の人々がすべて奇跡によって一掃

されると仮定する。そうすれば，短時間のうちに残りの人々の
1

4
が，何らかの仕方で異端にな

るであろう」（29），と。すなわちオランダ人は，「人々が感覚と理性とに関する事柄において，意

ウィリアム・ペティの政治算術（3）
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見が異なるのは自然である」（30），と考えているのである。この国においては，このような見解に

もとづいて，国民に信教の自由を認める政策が採られているのである。

この宗教上の寛容政策は，むろん直接的に交易の拡大を意図して採られたのではない。ところ

が，この政策は図らずも，この国の経済的繁栄を助長して，その経済力を強化することになった

のである。その理由は，こうである。「交易は……俗受けする政府（PopularGovernment）の

もとで，最も良く繁栄するのではない。そうではなく，むしろ交易はおおよそどのような国家や

統治においても，その異端的な部分によって，公的に確立されたものとは異なる意見を公言して

いる人々によって，最も精力的に営まれる」（31）からである。すなわち，交易は宗教的正統派の人々

ではなく異教徒によって最も活発に営まれるからである。このことは歴史を振り返れば明らかで

ある。イスラム教が公認されたインドでは，（ヒンドゥー教徒の）インド商人（Banians）が，

トルコ帝国（TurkishEmpire）ではユダヤ教徒が，最も注目すべき商人であった。ローマ・カ

トリック教が公認されたヴェネツィア，ナポリ，レグホーン，ジェノヴァ，リスボンでは，ユダ

ヤ教徒と非カトリック教徒が，そのような商人であった。このようなことは，今日のヨーロッパ

世界を見渡しても，明らかである。ヨーロッパではローマ・カトリック教が定着したけれども，

現在その交易の
3

4
は，その教会から分離した人々によって握られている。「イングランド・スコッ

トランド・アイルランドの住民，ネーデルラント連邦共和国の住民は今日，ドイツのプロテスタ

ント諸侯およびハンザ同盟加盟都市の臣民とともに，世界の交易の
3

4
を手中に収めている」（32）。

したがって非ローマ・カトリック教国は，全世界のローマ・カトリック教国の2倍以上の船員を，

艦隊に配置することができるであろう。このような歴史的事実から「交易は……宗教全体のなか

の異端的な部分に定着する」（33）という結論が，導き出されるのである。いずれにせよ，「交易の

発達のために……信念（Opinion）の問題に関しては，寛容（Indulgence）が認められねばな

らない」（34）。国力・経済力を強化するには，オランダにおけるように寛容政策が採られねばなら

ない。この国の国力・経済力が強化された主な要因の一つは，信教の自由が認められた点にある。

第1章の後半部分での分析の概要は，以上のとおりである。ここでの算術的分析には，基礎デー

タの信憑性や数量データの処理の仕方というような基本的な問題以外にも，疑問を抱かざるをえ

ないような事柄が，少なからず見られる。その詳細は，こうである。ここで果たされるべきこと

は，数量データを踏まえた算術的分析による，一般的命題の証明である。しかしながら，そのよ

うな分析が実際におこなわれているのは，立地条件が国力・経済力の大きさを決定する要因であ

るという命題を証明した箇所においてのみである。交易（海運業）がそのような要因であること

を証明するにさいしては，算術的分析はきわめて不十分にしかおこなわれていない。その根本的

理由は恐らく，その作業を遂行するための統計データが，きわめて不十分にしか収集されていな

いからである。ところが，寛容政策が経済力の強化の要因であることを証明する箇所においては，

算術的分析はまったく採用されていないに等しい。ここでは，算術的分析から逸脱した性質の議

論が積極的に展開されている。いうまでもなく，宗教的寛容というような質的な問題を数量的に
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分析把握することはできない。したがって，ここでの算術的分析はのっけから破綻しているとい

わねばならないであろう。

ところが，ペティの宗教的寛容政策に関する議論は，方法論的にはちぐはぐであるけれども，

それ自体は思想史のうえでは興味深い。「ペティとテンプルのような勢力のある人は，オランダ

を賢明な寛容政策の模範であるとした」（35）。G・P・グーチはこのように指摘して，当のペティの

言説に注目している。また，H・ラスキの指摘によれば，ペティとテンプルは「オランダでの体

験によって強調された，寛容と経済的福祉とは解きがたく相互に関係しているという実感」（36）を

抱いていた。ペティはここで，多くの寛容擁護論者が影響を受けていたヒューマニズムではなく，

経済的効果を強調する実利主義の立場から，宗教的寛容を擁護しているといえる。このような，

信教の自由がもたらす経済的影響を重視する寛容論は，他の人々によっても主張された。たとえ

ば，アシュレー�のような政治家は，寛容政策がオランダの経済的繁栄の一因であると主張して

いる（37）。しかしながら，このような宗教的寛容論を経済論説でそれなりに体系的に論じたのは，

ペティが最初であると思える。『政治算術』の草稿は，カトリック教徒であったチャールズ二世

に献呈された。チャールズは，ちょうど本論説が執筆されていた1672年に「信仰寛容宣言」

（DeclarationofIndulgence）を発布した。ところがこの宗教的寛容の言明には，カトリック教

徒の信仰を容認して，この国でカトリック教の復興を果たそうとする意図が潜んでいた。またそ

こには，1670年にルイ一四世とのあいだに結んで，対オランダ戦争への参加を約束していた

「ドーバー密約」（SecretTreatyofDover）を履行しようとする意図も秘められていた（38）。こ

のような背景に鑑みるとき，オランダの繁栄を礼讃してカトリック教国を論難したペティの寛容

論は，チャールズの対仏宥和政策を遠回しに批判したものである，と思える。

（1） Petty,PoliticalArithmetick,op.cit.,p.244.邦訳，24頁。

（2） Ibid.,p.239,note.1.邦訳，14頁。

（3） チェンバレンの本書（イングランドの政治的・社会的状態についての便覧）は，初版（表記は第2

版）が1669年に刊行されて以来，何度も版を重ねた。ペティが『政治算術』 で用いているのは1672

年の第6版である。また，彼が本論説を執筆するにさいして，テンプル『ネーデルラント連邦共和国

の観察』（1673年）を繙読していることは，間違いない。

（4） Petty,PoliticalArithmetick,op.cit.,p.249.邦訳，29頁。このタイトルには，その補足としても

う一文が加えられているが，ここでは省略した。

（5） Ibid.,p.250.邦訳，31頁。

（6） Ibid.邦訳，32頁。

（7） コルベールは1665年に，利子率を5％に制限する法令を制定した。1672年（第3次オランダ戦争

開始の少し前）には，国王への貸付金を 5
5

9
％に引き上げた。その戦争が勃発した翌年の1679年に
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第10章 『政治算術』の国力・経済力分析 フランス

『政治算術』は『租税貢納論』とともに，17世紀の経済論説としては濃厚な内容を備えた，卓

抜な書物である。そこでは，国力・経済力を比較分析するための理論的枠組みが整えられて，鋭

利な実証分析が展開されている。また，国力・経済力の強化を巡る深い問題意識をもって，オラ

ンダとフランスとイギリスにおける経済的・社会的諸事象が広範囲に及んで精力的に考察されて

いる。このようなことは第1章におけるオランダ・フランスの国力・経済力の比較分析を検討す

ることを通じて，幾分か明らかになったと思う。ところが他方で，この第1章の比較分析は，少

し丹念な検証がおこなわれて然るべき，幾つかの疑問点を含んでいる。しかも，その疑問点は，

本書の後段で展開されるイギリスの国力・経済力分析とも深く関係している。そこで少し紙幅を

割いて，その比較分析を批判的な角度から検討しておきたい。

G・P・グーチによれば，『政治算術』において，「フランスは戒めであり，オランダは手本で

ある」（1）ことが力説されている。実際のところ第1章では，オランダの国力・経済力は賞讃され，

フランスのそれは�罵されている。オランダは小国である割には国力・経済力が大きい。フラン

スは大国である割には，それが小さい。オランダは自然的利点を含む立地条件に恵まれて，経済

的繁栄を誇っている。そのような条件を欠いているフランスは，精彩がない。オランダは海運業

の発達を足掛かりにして海外に進出し，「貿易の運搬人」として世界に君臨している。海運業が

未発達であるフランスは，海外に進出する手立てがなく，商業的至上権を握る可能性を秘めてい

ない。第1章の分析が語る筋書きはおおよそ，このように要約できるであろう。しかしながら，

このような分析的結論が，公正で中立的な立場から導き出された適切なものであるとはいえない。

ホッブズは，「歴史家はその著作において，自分自身の法のもとでのみ生きる，国を持たない外

国人となるべきである」（2），と主張している。ペティはこのような見解に倣って，自分自身の国

の利害に捕らわれない「外国人」として，国力・経済力の比較分析をおこなおうと意図していた

かも知れない。しかしながら，第1章の分析は，ホッブズの言辞が示唆しているような，第三者

の公正な立場から展開された客観的な性質のものであるとは，いえない。その分析は，国際的仲

継貿易を軸に据えた，開放的な経済システムが最も優れているという前提に立って，展開されて

いるからである。それとは類型が異なる経済システムが分析的枠組みとして採用されるならば，

別の結論が導き出されるであろう。ここでは，オランダの国力・経済力を賞讃するあまり，客観

的視点が見失われて分析の眼が曇らされている，といわねばならないのである。

ペティが『政治算術』を執筆していたとき，フランスはルイ一四世の時代を迎えていた。この

頃，この王国の経済状態は，確かに芳しくなかった。そもそもこの国の経済は近代国家としては

未発達で，その経済力は依然として主に農業に依存していた。ここではオランダやイギリスとは

異なり，中産階級
ブルジヨアジー

のあいだに，商・工業に手を染めて成功しようという野心を抱く人を見ること

ウィリアム・ペティの政治算術（3）
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は，稀であった。しかも，ルイが親政を始めた1661年頃から凶作が続いていた。そのために農

作物の価格は高騰し，多くの国民はたいていいつも困窮していたばかりか，ときには飢餓に苦し

むことさえもあった（3）。ところがルイ一四世の時代は，画期的な経済政策が展開されたときでも

あった。ペティが当の著書を執筆していた頃に，この王国ではコルベール政策（Colbertisme）

と呼ばれる経済政策が積極的に推進されていた。1661年に財務総監に任命されたコルベール

（Jean-BaptisteColbert,1619�83）によって推進された，工業育成策を支柱とする，国力・経済

力を強化するための重商主義政策である。

コルベールはペティと同様に，オランダの隆盛に目を奪われていた。この国は農・工業のため

の領土が狭いけれども，貿易商人の国として世界商業の中心地になっている。コルベールは隣国

の繁栄を，このように見ていた。とはいえ彼は，ただ陶然とその繁栄に見とれていただけではな

かった。その経済的繁栄に目を注ぎながら，自国の経済の将来的展望について思いを巡らせてい

た。領土の広いフランスが，その利点を生かして経済活動に励むならば，その経済力と国力を大

いに強化できるであろう。オランダから商業的至上権を奪って，ヨーロッパのどのような国も太

刀打ちできないほどの強国になることができるかも知れない。そのような将来的展望を描いてい

た（4）。ところがコルベールは，フランスの国力・経済力を強化するために，オランダが歩んでい

るのと同じ進路を採るべきであるとは考えなかった。彼は，「フランスはすべての事物を自給自

足（self-sufficient）すべきであり，そうすることができる」（5）という原則にもとづいて，国力・

経済力の強化を目指す経済政策を採った。彼は1663年に書いた「覚書」で，当の自給自足の原

則に触れて次のように記している。「あらゆる国家はそれ自身の領土内において，生計の資力を

十分に供給される。その資力が巧みに誠実に管理されるならば，そのように供給される」（6），と。

コルベールは工業の保護・育成に重点を置いた政策を推進した。この国が自給自足国として成

長するには，工業を基盤とする国内産業の発達が最も重要である，と考えたからである。保護・

育成の主な対象となった産業分野は，毛・絹・麻織物などの繊維産業と金属工業であった。その

なかでも，とくに重心がかけられたのは毛織物工業であった。毛織物工業はこの国ですでに営ま

れていた。しかしながら，その生産力はきわめて小さく，国内の消費需要にさえ十分に応じるこ

とができないという状態にあった（7）。

コルベールは「特権マニュファクチュール」（manufacturesprivilegiees）制を基軸にして，

工業育成策を展開した。この制度の内容は主に，新たに創設ないし再編成された製造業に対し，

その発達を促すために生産や販売などに関する独占権を付与するというものであった。創設ない

し再編成された製造業は，「国立マニュファクチュール」，「王立マニュファクチュール」，「特権

マニュファクチュール」という三つの型に分類される。独占権の内容はこれら三類型のあいだで

幾分か異なった。「国立」は国王によって所有され管理されたマニュファクチュールで，奢侈品

や軍需品を製造したが，その数は少なかった。「王立」は中央権力によって設立され，国家によっ

て所有されたマニュファクチュールで，その数は多くあった。「特権」は民間の企業で，最も重
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要なマニュファクチュールであった。この民間のマニュファクチュールに対しては，生産と販売

の独占権以外に，助成金の授与，無利子の融資がなされた（8）。

こうして，コルベール政策は工業育成策を柱とするものであったけれども，外国貿易を無視し

たわけではなった。この国の海外交易を拡大するために，海運業の発達を促した。実際のところ，

フランスの海運業は発達がひどく遅れていた。オランダは1658年にはすでに1万6,000隻もの

商船を所有していたけれども，フランスは1666年～68年に至っても，まだせいぜい2,000隻し

か所有していなかった。コルベールは自国の商船・商船員を増加させるために，課税よって外国

船の入港を制限する政策を採った。また，彼は外国貿易の発達を促すために，特権的貿易カンパ

ニーを設立した。1664年に東インド会社を設立し，それ以外にも西インド，北ヨーロッパ，レ

ヴァント，アフリカと交易する特権的カンパニーをそれぞれ設立した（9）。コルベールによる海外

交易を拡大する政策は，彼の「自給自足の理論」（theoryofself-suffiency）と矛盾しているよ

うに思えるかも知れない。ところが，実際はそうではない。その詳細は，こうである。彼はこの

理論（原則）に従って，工業を重視した。ところが，その工業を大きく成長させるためには，外

国貿易が不可欠であった。すなわち，一方で製造業が生産した製品の販売市場を，国内だけでは

なく海外にも拡大するために，外国貿易を営む必要があった。また他方で，生産に必要な多量の

原料の供給地を，国内だけではなく海外においても確保するために，貿易が必要であった。この

ような理由により，彼は海外交易の拡大を奨励した（10）。

それだけではない。コルベールによれば，外国貿易は海外から貴金属（金銀）を獲得するため

にも必要であった。彼は，「貴金属の形態にある富が，国の繁栄と力の唯一の基礎である」（11）と

いう見解を抱いていた。また，その見解を踏まえて，国家は貴金属（貨幣）の大きな蓄えを持つ

べきである，と主張した。ところが，フランスのような金銀坑を持たない国が貴金属を獲得する

方法は，さしあたり順調貿易差額（favourablebalanceoftrade）の確保による以外にはなかっ

た。黒字
プラス

の貿易差額を実現するには，輸入量をできる限り削減するとともに，自国の製品をでき

る限り多く輸出しなければならなかった。換言すれば，製造業が大いに成長して，国内需要のた

めの生産物だけではなく，海外市場に供給するための余剰生産物をも生み出さなければならなかっ

た。スペインが「新世界」（＝アメリカ大陸）から大量の金銀を持ち帰りながらも，それを国内

に蓄積することができなかったのは，国内外の需要を満たす国内産業が，この王国には欠如して

いたからであった。このようにして彼によれば，いずれにせよ貴金属を獲得するために，製造業

とその製品を輸出する外国貿易が必要であった（12）。

ところで，コルベールは貴金属が国力・経済力の基礎であると主張するとき，金銀即富という

重金主義の観念に取り憑かれているように思える。1664年に書いた「覚書」では，「国家の威光

と力の相違をもたらすものは，国家内における貨幣の豊富だけである」（13），と記している。彼が

このように貴金属（貨幣）の重要性を力説するとき，幾分か重金主義的な貨幣崇拝の観念に取り

憑かれていることは，否めない。しかしながら彼は，ただ非合理的な重金主義の観念に捕らえら

ウィリアム・ペティの政治算術（3）
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れてのみ，順調貿易差額の確保による貨幣の獲得と蓄積を主張したわけではなかった。というの

も，彼は工業を重視する政策的立場から，「貴金属は主に新たな生産のための手段として評価さ

れる」べきである，と主張しているからである（14）。すなわち，製造業が生産を拡大するには，

生産過程に投下される貨幣（資本として機能する貨幣）が不可欠であることを，認識していたか

らである。そうであるとすれば，彼はむしろ合理的で鋭い認識にもとづいて，黒字
プラス

の差額による

貨幣の獲得の必要性を力説したといえる。

コルベールは工業育成策を実施するにさいして，「内部からの奨励，外部での過当競争からの

保護」というスローガンを掲げた（15）。そこで，彼は「特権マニュファクチュール」制を設け，

特定の生産者に排他的特権を付与した。この政策は，当の方針に沿って実施された，製造業の

「内部からの奨励」であった。ところが，この奨励策は，彼のスローガンの片側が実施されたも

のにすぎない。そこで彼は，これと並行して「外部……からの保護」という，もう一方の側の工

業育成策を実施した。それは保護貿易政策である。すなわち，国内産業を保護・育成することを

目的とする貿易統制策である。その当面の目標は，国内需要を満たしていた海外（イギリス・オ

ランダ）の商品を，国内市場から追い出すことにあった。この政策は具体的には，次のような関

税改革を通じて実施された。自国の生産物と工業製品への輸出関税を軽減する。外国製品への輸

入関税の税率を引き上げる。自国の製造業のための原料への輸入関税を軽減する。これらの関税

はすべて，国内産業の保護・育成を目的とした保護関税であり，政府の収入を目的とした財政関

税ではなかった（16）。

コルベールは東インド会社を設立したのと同年の1664年に，当の貿易統制策を開始した。外

国製品の国内市場からの排除を意図して，輸入関税の税率を引き上げた。しかし，その最初の企

図では引き上げ率が控え目であったので，効果を上げることができなかった。そこで彼は1667

年に，その税率を2倍に引き上げた。ところが，この施策に対し，オランダは直ちにフランスの

輸入商品に対して高関税を賦課することをもって報復した。またイギリスは，フランスの輸入ワ

インに報復関税をかける決定をした（17）。

ペティは『政治算術』で，オランダの経済システムを規範にして，フランスの国力・経済力を

分析した。オランダの経済は，国際的仲継貿易を柱にして組み立てられた，開放的なシステムで

あった。彼は，開放的貿易政策によって方向を定められた，このオランダの経済システムが最も

優れている，と考えていた。ところが，コルベールによって再編成されたフランスの経済システ

ムは，これとは類型が異なる。フランスの経済は海外交易を包摂していたから，厳密には封鎖経

済ではない。しかしながらその経済システムは，国内産業に重点を置いた，自給自足経済を基調

とするものであり，封鎖的性格が強かった。その経済システムは，オランダの開放的なシステム

とは性質が異なるばかりか，対極的でさえあったといえる。コルベールは自給自足経済を軸に据

えた，この封鎖的色彩を帯びた経済システムにもとづいて，フランスの国力・経済力を強化しよ

うと目論んでいた。このようにフランスの経済システムが，オランダのそれと類型が異なってい
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たとすれば，ペティの当の比較分析は適切であるとはいえない。オランダのシステムを規範にし

て展開された，フランスの国力・経済力に対する分析は，妥当性を欠いているといわねばならな

い。オランダの経済システムを理論的枠組みにして，フランスの経済事象を的確に把握すること

はできないからである。また，その国の経済事象を的確に把握できなければ，その国力・経済力

を客観的に分析把握することはできないからである。そればかりか，このような理論的枠組みを

取り違えた分析は，どれほど膨大で詳細なデータを踏まえて展開されても，適切な結論を導き出

すことはできないであろう

ペティはオランダ・フランスの国力・経済力についての比較分析を，次のような手順でおこなっ

ている。経済力の指標を7項目選び，その諸項目の値をオランダとフランスについて算定し，算

定された諸項目の数値を両国のあいだでそれぞれ比較する，というものである。その7項目とは，

�土地生産物の収穫高，�住居の価値，�船舶の価値，�輸出商品の価値，�徴税額，�貨幣利

子率，�防衛費である。これらの諸項目の値を算定した結果は，こうである。すなわち，フラン

スは大国であるにもかかわらず，優位を占めているのは���の3項目においてのみであり，残

りの4項目においてはオランダよりも劣っている（ただし，貨幣利子率と防衛費は値が小さい方

が優位を占めている），というものである。フランスは領土が広くて人口が多いから，当の3項

目において小国オランダよりも値が大きいという結果が出たのは，むしろ当然といえるであろう。

ところが，その値の優位の度合いは，大国である割には小さい。その領土の大きさはオランダの

80倍（人口は13倍）であるにもかかわらず，これら3項目の数値は，�が7～8倍，�が約5

倍，�が約1.7倍だけ大きいにすぎない。当時，フランスにおいては凶作が続き，農作物の収穫

高は低かった。そのために，多数の国民は困窮していて，家屋は老朽化していたに相違ない。ま

た，国民の担税力は低くて，政府の徴税額は乏しかったに相違ない。そのような経済事情により，

3項目において優位とはいえ，あまり芳しくない結果が出たのであろう。ここでの算定は文字ど

おりの概算で，算出された数値は文字どおりの推定値である。したがって，ここで示された数値

はもとより正確さを欠いている。けれども，算出された数値は3項目に関する限り，当時のフラ

ンスにおける経済事情を反映しているといえる。

しかしながらフランスは当の3項目においては，ともかく大国の面目をかろうじて保っている。

ところが残りの4項目����においては，小国オランダよりも劣るという無様な結果が現れて

いる。すなわち，船舶の価値の大きさは，オランダの約
1

9
で，輸出商品のそれは約

1

4
にすぎな

い。また，貨幣利子率の高さは2倍で，防衛費は4倍である。これらの諸項目が経済力の分析に

さいし，その指標として選択されたのは，それらがそのような指標として相応しいからだけでは

なく，情報の収集が比較的容易な項目であるからでもあった。これらの諸項目が選択された理由

として，そのようなことが考えられるかも知れない。しかしながら，そのような余儀ない事情を

考慮に入れても，これらの諸項目が選択されたことに関しては，疑問が湧く。とりわけ項目��

が，両国の経済力の大きさを表示する指標として選択されたことに関しては，議論の余地がある。

ウィリアム・ペティの政治算術（3）
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確かに，これら2項目（船舶の価値，輸出商品の価値）を経済力の指標として選択することは，

オランダの経済力を分析するにさいしては的確である。船舶の保有量や輸出商品量は，仲継貿易

を基軸とするその経済システムにとっては，きわめて重要な事柄だからである。ところが，これ

ら2項目は，フランスの経済力を的確に把握する指標としては，不適切である。自給自足を基調

とする封鎖的な経済システムにとって，船舶数や輸出商品量はさほど重要な事柄ではないからで

ある。国内産業（製造業）に基礎を置く，フランスの経済システムにとっては，海上輸送よりも

陸上輸送のほうが好都合であるから，船舶の数量はあまり重要な問題ではない。工業の発達のレ

ベルを表す，製造所の数量のような事柄こそが重要な項目である。また，輸出商品量よりは，国

内での商品取引総数や消費量が，もっと重要な事柄として着目されるべきである。さらに，フラ

ンスの経済力を的確に分析把握するには，国内産業における産出量と雇用量とを算定することが，

絶対的な条件となるであろう。

ペティは，海外交易に基礎を置く，開放的な経済システムを念頭に置いて，国力・経済力の比

較分析をおこなっている。オランダの経済力を的確に表示する指標を通じて，オランダ・フラン

スの国力・経済力を比較分析している。しかしながら，そのような分析の仕方が客観的な視点を

欠如する，不十分なものであることはいうまでもない。それが適切な分析であるためには，経済

システムが異なる両国の経済力をそれぞれ的確に表示する，もっと多様な指標を通じて，経済力

の大きさを比較分析する必要がある。オランダの経済システムだけではなく，それとは対極的な

システムをも理論的枠組みとして用いて，多面的にアプローチする必要がある。そのような複眼

的な比較分析が展開されたばあいには，ペティの単眼的な分析とはまったく異なる結果が導き出

されるに相違ない。

コルベール政策は幾つかの難点を含んでいたものの，政策史のうえにおいて画期的な成果を上

げた。J・A・ブランキはやや誇張した口調で，次のように記している。「この体系はあらゆる点

で，決して申分のないといえるものではなかったけれども，それが現れたときには，著しい進展

であった。広さと深さの点で，それに比肩しうるものは，それ以来ずっと出現していない」（18），

と。実際のところ，この政策は工業育成策としては，少なからぬ成果を残した。J・ラフの指摘

によれば，この政策は「フランスの工業の種類を広げ，製品の品質を高めることにおいて成功し

た」（19）。そうであるとすれば，ペティが国内産業に基礎を置くシステムを理論的枠組みに用いて，

フランスの経済力を分析していたならば，もっと良好な結果を得ていたはずである。

さてペティは続いて，オランダの経済力を分析して，立地条件・交易・政策が，国力・経済力

の大きさを決定する要因であるという命題を掲げた。換言すれば，領土・人口の規模は，そのよ

うな要因ではないということを，明らかにした。しかしながら，この分析にも議論の余地がある。

まず，立地条件が経済力を強化する要因であるとされる。その立地条件とは，具体的には，大
・・・・

河が貫流しているとか，航行が可能であるとか，海洋に囲まれているというような，経済の発達

にとって好都合な，ほぼ8項目からなる自然的利点である。確かに，これらの項目はほとんどが，
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海外交易を基軸にする，開放的な経済システムにとっては，きわめて有益な事柄である。オラン

ダでは，これらの自然的利点が生かされて，海運業と漁業が著しく発達した。その経済的繁栄に

よって，国力・経済力が強化された。領土が狭くて，人口が少ないこの国において，大国フラン

スに匹敵するくらいに，大いに強化された。このように，オランダに分析対象を限定したばあい

には，論証は十分におこなわれ，立地条件が国力・経済力を強化する究極の要因であるという命

題は，真であるように思える。

ところが，ここで自然的利点として挙げられた事柄はほとんどが，フランスの経済システムに

とってはさほど有益ではない。オランダにとって重要性が高い利点ほど，フランスにとっては概

して利点ではない。この国の自給自足を基調とする経済システムは，オランダのシステムとは性

質が対極的だからである。したがって，ここで自然的利点として挙げられた事柄は，オランダに

固有の経済システムにとって有益であるにすぎない。それらの事柄は，あらゆる経済システムに

とって有益な，一般的・普遍的性質を備えた利点ではない。そうであるとすれば，フランスに固

有の経済システムにとって有益な，ここで挙げられたものとは異なる自然的利点が，あるはずで

ある。領土の広さや人口の多さは，海外交易を基軸にするオランダのシステムにとっては，さほ

ど有益な事柄ではないかも知れない。ところが領土・人口が，フランスの経済システムにとって

はきわめて有益な利点であることは，確かである。領土と人口の規模が大きいということは，国

内産業に基礎を置く経済システムにとっては，不可欠な利点であるといって過言ではない。コル

ベールはこのような事情を十分に認識していた。彼はオランダが経済的繁栄を誇っていることに

感銘を受けた。けれども，フランスがこの小国と同じ類型の経済システムによって，経済的発展

を遂げるべきであるとは考えなかった。A・Jサージェントが指摘しているように，「フランス

は領土と力により，そのすべての利点を生かして，［オランダと］同様のこと［＝経済的繁栄］

をおこなうべきである」（20）と，コルベールは考えていた。そのために彼は，工業育成策を柱とす

る経済政策を推進して，領土が広くて人口が多いという利点を踏まえた経済システムを構築しよ

うとしたのであった。こうして，二つの対極的な経済システムを分析的枠組みとして設定し，両

国の経済力を複眼的な視角から比較分析するならば，ペティの論証とその結果はきわめて不適切

であることが明らかとなるであろう。国力・経済力を強化する要因は，領土・人口ではなく立地

条件などであるという命題は，真実性が乏しいことが明らかとなるであろう。

次にペティによれば，交易が経済力を強化する要因であるとされる。その交易とは，具体的に
・・

は海運業である。海運業はいうまでもなく，海外交易を基軸にする経済システムにとっては有益

であるばかりか，絶対的に欠かせない要件である。確かにオランダは，海運業の発達を通じて世

界市場に進出し，「全世界の貿易の運搬人および仲買人」となった。海運業はむろん，製造業を

基軸とするフランスの経済システムにとっても重要である。そのためにコルベールは貿易振興策

を推進した。国内産業の余剰生産物を海外に輸出するために，特権的貿易カンパニーを設立した。

しかしながらこの政策は，オランダの目覚ましい海外進出に圧倒されてたちまち挫折した（21）。

ウィリアム・ペティの政治算術（3）
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ところがフランスの経済システムは，海運業とそれを足場とする外国貿易が沈滞しても，決して

崩壊することはなかった。自給自足的を基調とする経済システムにとって，海外交易は絶対に欠

かせない要件ではないからである。このことはフランスにおいては，海運業が経済力を強化する

究極の要因ではなかった，ということを意味している。封鎖的な経済システムに依拠する国にお

いては，海運業ではなく，製造業のような国内産業が経済力を強化する重要な要因であるという

ことを，意味している。ところがオランダの経済システムにとっては，海運業が絶対的に必要な

条件であった。そのためにクロムウェルは1651年に，オランダの海運業に打撃を与える航海法

を発布して，このライバル国の隆盛に掣肘を加えようと目論んだ。実際のところ，オランダの経

済システムは，海運業が痛手を被っていたならば，根底から動揺していたであろう。要するに，

海運業はオランダの経済システムにとっては不可欠でも，フランスのそれにとっては絶対的に重

要な要因ではなかったのである。つまり，海運業は経済力を強化する究極の要因として，一般的・

普遍的性質を備えてはいないのである。そうであるとすれば，国力・経済力を強化する主たる要

因として，交易（＝海運業）が挙げられている命題は，真実性が乏しいといわねばならない。

最後に，政策が経済力を強化する要因であるとされる。その政策とは，具体的には宗教上の寛
・・

容政策である。確かにプロテスタント教国オランダでは，この宗教的政策が一因となって経済的

繁栄が生み出された。しかも，この寛容政策はオランダだけではなく，それと同様の政策が採ら

れた他の諸国においても，繁栄をもたらす原動力となった。したがって当の政策は，経済力を強

化する要因として一般的・普遍的性質を備えているといえる。しかしながら経済力を強化する要

因として，政策が挙げられるのは妥当であるけれども，宗教的な政策がその主たる要因として掲

げられるのは，不自然である。そのような政策としては何よりも，経済力の強化を間接的に促す

政策ではなく，直接的に促す経済政策が挙げられるべきだからである。宗教的な政策は，経済的

なそれとは異なり，ただ間接的にのみ経済力を強化する要因であるにすぎないからである。カト

リック教国フランスでは，非国教徒（ユグノー）を排斥する政策が採られた（22）。そのために，

その（非寛容的）宗教政策は，経済力の強化を妨げる要因となった。このような事情を勘案する

とき，フランスに欠如していた宗教的寛容政策が，ことさら経済力を強化する要因として挙げら

れているのは不自然であり，作為的であると思わざるをえない。

ところが，このようなペティの比較分析における作為的操作は当該箇所においてだけではなく，

その分析の全般にわたっておこなわれている，といわなければならないのである。国力・経済力

を強化する究極の要因として挙げられた，三つの事柄（8項目の自然的利点，海運業，宗教的寛

容政策）はすべてが，偽である命題が真であると偽って論証するために，作為的に選択されたも

のである。領土・人口は国力・経済力を強化する究極の要因ではないという言明を，無理やりに

論証するために，意図的に選択されたものである。そのように解釈しなければならないのである。

そこで，このペティの比較分析をさらに厳しく吟味してみよう。まず留意すべきは，国力・経済

力の究極の要因として挙げられた三つの事柄はすべてが，オランダにあってフランスにないもの
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である，という点である。フランスは領土が広くて人口が多い割には，国力・経済力が小さい。

そのような言明が真実であることを論証するために，このような不自然な選択が意図的におこな

われたことは，否めない。そこで視点を転じて，フランスにあってオランダにない事柄を選択し

てみよう。立地条件として大国の自然的利点を，交易として製造業を，政策として重商主義の経

済政策をそれぞれ選択してみよう。さらに，これらの事柄を経済力の指標として選択して，比較

分析を展開してみよう。そうすれば，フランスが経済力の大きさにおいて絶対的に優位を占めて

いることを示す数値が，算出されるに相違ない。すなわち，フランスの経済システムにとって重

要な事柄が，国力・経済力を強化する重要な要因であるという結論が，導き出されるであろう。

そうであるとすれば，領土・人口ではなく，自然的利点（8項目）・海運業・宗教的寛容政策が

経済力の究極的要因であるという言明は，真実性を喪失するであろう。いずれにせよ，小国は必

ずしも国力・経済力の大きさにおいて，大国に劣らないという命題は，真であることが十分に論

証されてはいないのである。

さて，ペティは第3章においても，第1章での比較分析を引き続き展開している。彼は第1章

で，国力・経済力を強化する究極的要因の一つは，交易（＝海運業）であると言明した。彼の分

析によれば，オランダでは海運業の発達が一因で，フランスに匹敵するくらいに国力（＝軍事力）

が強化されていた。ところが，そうであるとすれば，海運業が発達していないフランスでは，国

力がさほど強化されていないという結論が，導き出されることになる。そのような道筋を明確に

示すことが，第3章での課題である。したがってここでは，フランスの国力（＝海軍力）に焦点

を絞って分析がおこなわれている。彼は第3章のタイトルとして，「フランスは自然的・永続的

障害のために，海上において，イギリス人とオランダ人が現在強力であるか，そうであるかも知

れないところ以上に強力であるはずがない」，という命題を掲げている。この命題が意味すると

ころの詳細は，次のように整理して示される。�フランスでは海運業の発達が困難である。�そ

の困難は，この国に生来のものであるから，永久に克服されない。したがって，�この国の海軍

力はこれまでと同様に，これからもさほど強化されることはない。本章では算術的分析を駆使し

ながら，この命題が真であることを論証する作業がおこなわれている。その概要は，次のとおり

である。

フランス国王（ルイ一四世）は，どのような対イギリス戦争においても艦隊を必要とする。そ

の戦争は北方の海でおこなわれる海戦だからである。この国王はひじょうに富裕であるから，数

においても質においても，彼の望みどおりの軍艦を建造できるであろう。しかしながら，たとえ

多くの優れた軍艦を建造して，巨大な艦隊を形成しても，それを動かすことはできない。フラン

スは，そのように海軍力を働かせることができない「自然的・永続的障害」（natural,andper-

petualimpediments）を抱えているからである。その「障害」とは，次のようなものである。

まず，海戦を遂行するのに必要な大型の軍艦を停泊できる港がない。「フランス国王はダンケル

クとアンシャフト［ブルターニュ半島先端沖の島」とのあいだに，大型の……船を受け入れるこ

ウィリアム・ペティの政治算術（3）
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とが可能な港を持っていない」（23）。次に，艦隊に十分な人員を配置するのに必要な水兵がいない。

イギリス国王の海軍は総量約7万トンの船舶を保有している。その艦隊には3万6,000人の水兵

を配置する必要がある。フランスの「賢明な著作家」フルニエ（PereGeorgesFournier）の

『水路学』（Hydrgraphy,1618）によれば，この国には2万1,000人の船員がいる。この船員のう

ち，艦隊に水兵として配置できるのは，1万2,000人以下であるだろう。すなわちフランスでは，

イギリスの艦隊が必要としている人員（3万6,000人）の
1

3
以上を，水兵として配置することは

できない。このことは，フランス国王がどれほど軍事費を増加しても，イギリスよりも強大な海

軍力を発揮することはできない，ということを意味している。ところが，フルニエの計算には誤

りがある。フランスの船員は実際には2万1,000人ではなく，1万5,000人以下しかいない。そ

の理由はこうである。この国には総量15万トン以上の商船は保有されてないが，10トンごとに

1人の船員がいると仮定して計算すれば，そのような数値（1万5,000＝15万÷10）が導き出さ

れるからである。要するに，フランスでは海運業が発達していないので（その規模はイギリスの

1

4
程度である），大型の船舶を停泊できる港がなく，水兵として艦隊に配置できる船員が少ない。

そのために，国力（＝海軍力）を強化することは困難なのである。

それだけではない。フランスにおける海軍力の強化を妨げている障害は，自然的であるばかり

か永続的でもある。すなわちこの国では，これから海運業が発達する可能性が乏しいので，これ

からも海軍力を強化することは困難である。その詳細はこうである。

フランスで海運業が増大する傾向は，今後とも見られないであろう。この国は海外交易をほと

んど必要としていないからである。まずこの国は，海外から生活必需財を輸入する必要がない。

「その内部に，すべての種類の生活必需品が……十分に蓄えられている」（24）からである。「そのた

めに重くて嵩張る，もっと多くの商品を輸入するための船舶をほとんど必要としていない」（25）。

つまり，輸入するための海運業の拡大は必要ではない。次にこの国は，海外に商品を輸出する必

要がほとんどない。「ワインと塩を除いて……輸出される，どのような嵩張る事物も持っていな

い」（26）からである。したがって，輸出を目的とする海運業の拡大も必要ではない。ワインと塩の

総輸出量は1年当たり10万トンで，総量2万5,000トンほどの船舶で輸出されている。ところ

が，その船舶は大部分がオランダとイギリスによって所有されているものである。つまりフラン

スは，自国商品の輸出貿易でさえ自身の手によっておこなってはいないのである。このような海

運が未発達の状態は，今後とも続くであろう。その理由はこうである。まず，この国では船員に

対し，オランダ・イギリスにおけるのと同じくらいに安価に食料を供給できない。また，これら

のライバル諸国と同じくらいに少数の船員で，航海することができない。さらに良好な港がない

ので，船舶を停泊させる費用は，これらの諸国におけるばあいの2倍かかる。最後に，港が少な

く，その相互間の距離が隔たっているので，船員と商人とが相互の連絡や商品の輸送に関して不

便を被っている。

要するにペティは，フランスでは海運業が未発達であるから，この産業の発達と不可分の関係
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がある海軍力の強化がおこなわれる可能性は薄い，というのである。換言すれば，自給自足を基

調とする経済システムに依拠するフランスでは，海外交易が盛んなオランダとは対照的に，海軍

力が強化されることはないというのである。このようなフランスの国力についての分析は，海運

業の発達と海軍力の強化との関係，つまり経済力と国力との密接なそれを浮き彫りにしている点

で，興味深い。しかし，この第3章の分析にも，議論の余地がある。フランス18世紀の著作家

J・F・ムロンは『商業についての政治的試論』（EssaiPolitiquesurleCommerce,1734,nou-

velleed.,1736）で，「サー・ウィリアム・ペティは国力や交易政策を計算しようとした最初の人

であった」（27）と記している。彼はさらに，ペティの『政治算術』に注目を促しながら，「この著

書から得られる利点は，そこに土地・人間・海運のそれぞれの価値の計算の仕方を見出せること

である」（28），と記している。ムロンはこのように叙述することにより，ペティが政治算術を創始

したことの学史的意義を評価している。ところが他方で，この算術の展開の仕方については疑問

を呈しながら，次のように記している。「彼は［『政治算術』で］ほとんどいつも間違った推測か

ら始めており，その著書は真実を論証するためというよりは，むしろフランスの国力に対するイ

ギリスのそれの優位性を示すために書かれているように思える」（29），と。ムロンによるこの指摘

は，的を射ているといわねばならない。

実際のところ，ペティが命題で言明しているところとは異なり，フランスの海軍力はさほど小

さくはなかった。確かに，リシュリュー（ArmandJeanduPlessis,cardinal,ducdeRichelieu,

1585�1642）とマザラン（JulesMazarin,cardinal,1602�61）の時代には，フランス海軍はほん

の少数の軍艦しか保有していなかった。ところが1660年代以降，その海軍力はコルベールによ

り急速に強化された。彼はその強化のために，さまざまな政策を実施した。徴兵制度の採用，戦

艦の購入，オランダの造船技師の雇用，水兵の訓練学校の創設，海軍工廠の建設などが，それで

ある。その結果，海軍の規模は著しく拡大した。ペティが『政治算術』を執筆していた1672年

までに，この国は120隻の大型の軍艦を保有し，1675年までには世界で最大の海軍国となっ

た（30）。むろん軍艦の数量だけで，海軍力の大きさを算定することはできない。しかし，コルベー

ルの周到な政策により，この国は良質の軍艦と優秀な水兵を保有していたと思える。

これに対し，その頃オランダは，海軍の規模を縮小する傾向にあった。この国は第一次・第二

次英蘭戦争時には，世界で第1位の海軍国であった。ところがその後，軍艦の保有量を徐々に削

減し，1670年に129隻あった軍艦は，10年後には93隻にまで減少した。こうして，オランダは

第三次オランダ戦争（ThirdDutchWar,1672�78）の頃には，軍艦の保有量においてフランス

よりも�かばかり劣っていた。これに対し，イギリスは次のような状態にあった。この国では，

クロムウェルの時代に初めて海軍力が強力された。そのために対オランダ戦争において，敵国の

最強の艦隊と敢然と戦うことができた。ところがその後，海軍力は縮小され，1660年代にはラ

イバル諸国のそれと比較すれば，相対的に弱まっていた。その結果，ペティが『政治算術』を執

筆していた頃には，最強国フランスに深い溝をつけられて，第3位の海軍国に格下げされてい

ウィリアム・ペティの政治算術（3）
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た（31）。こうして歴史的事実に照らすとき，フランスの海軍力は1670年以降にはオランダのそれ

よりも少しばかり大きかったことが明らかである。確かにその海軍力は，この国の領土・人口の

規模が大きい割には，小さかったといえるかも知れない。しかしながら，フランスは海軍力にお

いてイギリス・オランダに劣るという命題が，偽りであることは明らかである。

ところがさらに留意すべきは，ここでペティは，フランスの国力（の総量）ではなく，その一

部をなす海軍力だけを分析しているにすぎない。いうまでもなく，国力（政治力・軍事力）は海

軍だけではなく，それと陸軍との双方の活動によって生み出される。したがって国力を分析する

のであれば，海軍力だけではなく，さらに陸軍によってもたらされる軍事力も，その対象とされ

ねばならない。しかも陸軍こそは，フランスが大きな力を込めて強化に努めた部門であった。そ

の国力が陸軍に依存するところは，かなり大きかった。そうであれば，その海軍力だけを分析し

ても，とうていその国力の大きさを把握したとはいえない。フランスの陸軍に眼を向けて初めて，

その国力がいかに大きかったかということが，分かるからである。

フランス陸軍の規模は，17世紀の初めにはまだ中世末期の状態に留まっていた。平和時の軍

勢は1万人を，戦時のそれは7万人を越えることはなかった。ところがその後，その規模は急速

に拡大していった。リシュリューの時代には，最も多いときで12万5,000人の兵士からなる軍

隊が編成された。しかしその規模が劇的に拡大したのは，ルイ一四世の治世においてであった。

彼は親政を始めてから，領土の拡張に意欲を燃やした。そこで，主にヨーロッパ大陸において近

隣諸国と抗争することになった。そのために陸軍を重視して，当時のヨーロッパで最大規模の陸

軍を形成した。帰属戦争（WarofDevolution,1667�68）の間
かん

には13万5,000人，オランダ戦

争の間
かん

には27万9,000人にまで兵士の数をそれぞれ増大させた。この戦争後の平和時において

さえ，約15万人の兵隊からなる常備軍を維持した（32）。これに対し，オランダでは陸軍は次のよ

うな状態であった。この国でも17世紀のあいだに陸軍はかなり拡充された。その初めの頃に約

3万5,000人いた兵士は，100年のあいだに3倍（10万5,000人）にまで増加した。その増加の

状態にはむらがあったが，フランスとの争いが最高潮に達した1688年には，この国で最大規模

の軍隊が形成されていた（33）。とはいえ，オランダにおける陸軍の大きさは，フランスの軍勢に

比較するとかなり小さい。ここには大国と小国との国力の格差が，きわめて明確に表われている

といえる。ところがイギリス陸軍の規模は，ライバル諸国よりも格段に小さい。ペティが『賢者』

で掲げた税制改革案においては，イギリス陸軍は�かに1万2.000人の歩兵と3,000人の騎兵に

よって編成されるにすぎない（34）。この数値との比較は，フランス陸軍の規模がいかに大きかっ

たかということを，なおいっそう際立たせる。ペティのフランス海軍力の分析を通じては，その

国力は恐れるには値しないという印象を受けるかも知れない。そうであるとすれば，それは大き

な誤りである。ペティはここでも，フランスの国力の大きさを相対的に小さく算定するために，

海軍力だけを意図的に選択して分析しているといわねばならない。フランスが規模において絶対

的に優位を占めていた陸軍は，分析の対象から外すという，作為的な操作がおこなわれているこ
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とは，否めない。いずれにせよ，分析対象に陸軍を含めて国力の大きさを算定するならば，第1

章で掲げられた，立地条件（海洋国）・交易（海運業）・政策（宗教的寛容）が国力・経済力の究

極的要因であるという命題は，偽りであることが疑う余地なく明白となるであろう。
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